令和５年度農林関係税制改正の主な概要と令和６年度対策等について（メモ）
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I. 令和５年度農林関係税制改正の概要について
1. 　農業経営基盤強化準備金制度について、対象となる農業用機械等から取得価額が30万円未満の資産を除外した上、その適用期限を２年延長する。（所得税・法人税）
2. 　農業競争力強化支援法に基づく事業再編計画の認定を受けた場合の事業再編促進計画等の割増償却について、割増償却率の見直し（機械・装置40％→35％、建物等45％→40％）、１社単独で取り組む事業再編に係る機械等を対象から除外した上、その適用期限を２年延長する。（所得税・法人税）
3. 　農林漁業用Ａ重油に対する石油石炭税（地球温暖化対策のための課税の特例による上乗せ分を含む）の免税・還付措置を５年延長する。（石油石炭税）
4. 　農用地利用集積等促進計画により農用地等を取得した場合の所有権の移転登記の税率の軽減措置（２％→１％）の適用期限を３年延長する。（登録免許税）
また、同計画に基づき取得した農用地区域内にある土地に係る課税標準の特例措置（取得価格の1/3の控除）の適用期限を２年延長する。（不動産取得税）
5. 　肉用牛の売却による農業所得の課税の特例措置の適用期限を３年延長する。（所得税・法人税、個人住民税）
II. 令和６年度農林関係税制改正等対策
　税制改革の動きならびに組織要望の積み上げを踏まえ、以下の対応を図るものとする。
１．税制改革に向けた対応
　適用期限の切れる特例措置については、近年、従来のような単純延長要望による対応では厳しい情勢が続いている。
　要望にあたっては、該当する特例措置の存続についての具体的な事例などを踏まえた要望であることが求められる。
２．改正要望の積み上げ
6月19日(月)までに、都道府県農業会議を通じて市町村農業委員会からの組織的な改正要望の積み上げを行う。
３．実態調査
  必要に応じ、現場の実態把握調査等を行う。
４．組織要望の決定
都道府県農業会議会長会議等において与党税制調査会への提出に向けた組織要望の対応を決定する。
５．幅広い継続的な要望活動
　　　12月上中旬が想定される令和６年度税制改正大綱の決定までの間、政府税制関係国会議員等に対して幅広い要請活動に取り組む。
